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値打ち（worth），意義（significance）を明らかにすることである（determining the merit, 
























の見解が発表されるようになったのは，1970 年代末から 80 年代にかけてとしている １０．
また，江原武一（2009）は，大学評価の研究は「1970 年代後半から一握りの研究者を中






表 1 である １３． 












 表 1 大学評価の変遷 







1956 年 大学設置基準制定 
























































表 2 大学評価の種類 


































 現在の大学の主な第三者評価をまとめたものが，表 3 であり，本研究で主に取り上げる
のが，この中の「認証評価」である．次節では，この「認証評価」について詳しく述べる． 
 
表 3 大学の主な第三者評価 ２０ 


























































は，臨時教育審議会第 2 次答申（1986（昭和 61）年 4 月）が最初である ２４．本節では，
臨時教育審議会以前の 1970 年代から認証評価制度導入の経緯について記述する． 
 







1984（昭和 59）年 8 月 8 日に臨時教育審議会が，第 2 次中曾根内閣のもとで設置され，
1987（昭和 62）年 8 月 20 日に解散となるまで存続した．審議は「21 世紀を展望した教
育の在り方」（第 1），「社会の教育諸機能の活性化」（第 2），「初等中等教育の改革」（第 3），
「高等教育の改革」（第 4），「学制，入学者選抜制度等」（第 3・4 共通）の部会を設けて行
われ，設置期間の満了までの 3 年間に 4 次にわたる答申を提出した ２６．それぞれの答申
の内容を『学制百二十年史』を基に表 4 に示す（下線は筆者）． 
 
表 4 臨時教育審議会の答申内容 ２７ 




















































1999（平成 11）年 9 月の大学設置基準等の改正（公布と同時に施行）で，自己点検・
評価の実施と結果の公表とともに，その結果について学外者による検証を受ける努力をす
ることが義務化された ３３． 















遠山敦子文部科学大臣（当時）は，2001（平成 13）年 6 月 7 日，再び総理官邸に赴き，
その内容を説明し，「明快な改革案に，小泉総理は納得して下さった」，と回顧している ３８． 
2001（平成 13）年 6 月 11 日の経済財政諮問会議で，遠山敦子文部科学大臣（当時）は
「遠山プラン」を提出したが，井上定彦（2006）は，「中央教育審議会などの大学側の意
見交換の場での議論を飛ばしての突如の提案」と指摘している ３９． 
2001（平成 13）年 12 月の総合規制改革会議の答申でも，「第三者による継続的な評価
認証（アクレディテーション）制度の導入」が提言された ４０． 








2002（平成 14）年 11 月に学校教育法が改正され（2003（平成 15）年 4 月 1 日施行．
認証評価制度のみ 2004（平成 16）年 4 月 1 日施行），自己点検・評価の実施と結果の公表
に係る規定が法律上明示され，あわせて文部科学大臣の認証を受けた認証評価機関による











現行の認証評価の法的根拠を表 5 に示す． 
 
表 5 認証評価の法的根拠 
法令名等 内容抜粋 
学校教育法 
（昭和 22 年 3 月 31 日法律第 26 号 最終改
正：平成 26 年 5 月 30 日法律第 42 号） 
109～112 条 



















（昭和 28 年 10 月 31 日政令第 340 号 最終
改正：平成 25 年 8 月 26 日政令第 244 号） 
40 条 
（認証評価の期間） 
第 40 条  
法第 109 条第 2 項 （法第 123 条 において
準用する場合を含む．）の政令で定める期間
は 7 年以内，法第 109 条第 3 項の政令で定
める期間は 5 年以内とする． 
学校教育法施行規則 
（昭和 22 年 5 月 23 日文部省令第 11 号 最
終改正：平成 26 年 1 月 14 日文部科学省令
第 2 号） 
166～172 条 
第 166 条   






（平成 16年 3月 1日文部科学省令第 7号 最
終改正：平成 22 年 6 月 15 日文部科学省令
第 15 号） 
第 1 条  
学校教育法（以下「法」という．）第 110 条
第 3 項 に規定する細目のうち，同条第 2 項
第 1 号 に関するものは，次に掲げるものと
する． 
1  大学評価基準が，法及び学校教育法施行





















2015 年 1 月現在，国公私株立すべての大学を対象として認証評価を行う機関は，大学
基準協会，大学評価・学位授与機構，日本高等教育評価機構（以下，3 機関と表記する場
合は，この三つを指す．）である．表 6 に 2015 年 1 月現在の高等教育に関する認証評価機
関一覧を，表 7 に 3 機関の評価システムを示す．  
 
表 6 高等教育に関する認証評価機関一覧 ４３ 
機関別認証評価 
大 学 （財）大学基準協会  平成 16 年 8 月 31 日
認証 
（独）大学評価・学位授与機構  平成 17 年 1 月 14 日
認証 
（財）日本高等教育評価機構  平成 17 年 7 月 12 日
認証 
短期大学 （財）短期大学基準協会  平成 17 年 1 月 14 日
認証 （独）大学評価・学位授与機構 ※平成 23 年度で終了 
（財）大学基準協会  平成 19 年 1 月 25 日
認証 
（財）日本高等教育評価機構  平成 21 年 9 月 4 日
認証 
高等専門
学校   





（財）日弁連法務研究財団  平成 16 年 8 月 31 日
認証 
（独）大学評価・学位授与機構  平成 17 年 1 月 14 日
認証 
（財）大学基準協会  平成 19 年 2 月 16 日
認証 
上記以外 会計分野  NPO 法人国際会計教育協会  平成 19 年 10 月 12
日認証 経営分野  NPO 法人 ABEST21 
（財）大学基準協会 平成 20 年 4 月 8 日
認証 助産分野  NPO 法人日本助産評価機構 





公共政策分野 （財）大学基準協会  平成 22 年 3 月 31 日



































（現地調査） 原則 1 日（報告書案
を事前送付）． 












































































































出所：日本高等教育評価機構, 認証評価に関する調査研究. 2009 
 
 なお，大学基準協会の認証評価の変遷は表 8 のとおりである． 
 















































































































































Association of College & Research Libraries）の「高等教育機関における図書館基準













Is the library's assessment plan an integral component of the institution's 
assessment and accreditation strategies? For example, does the library revise and 
update its assessment procedures in conjunction with campus-wide planning and 
























串本剛（2005）は，2000 年以降に発行された 213 大学（国立 54，公立 14，私立 145），


















報告書について，大学評価・学位授与機構 53 件，大学基準協会 183 件，日本高等教育評
価機構 116 件の指摘事項の内容を 17 項目に分類している．その結果認証評価における指
摘事項のうち，大半が大学設置基準の枠組みを出ておらず，指摘に基づく改善も大学設置
基準の枠組みを出ない可能性が高いことを指摘している ８２． 
工藤潤（2010）は，2004 年度から 2009 年度の 6 年間の大学基準協会による評価結果を
総括し，自己点検・評価の目的が大学の構成員の間で明確に理解されていない，と指摘し
ている ８３． 


























大学基準協会（2012）の第Ⅲ章では，2004（平成 16）年度から 2010（平成 22）年度
















果」のうち，観点 6-1-1 から 6-1-3 の記述を一次資料として分析し，「内容分析では分析者
の主観が入る余地が大きくその客観性を担保することには常に困難が付随する」とし，「ト
ライアンギュレーションやテキストマイニング等の手法の使用等，多面的なアプローチ」





























































































Anzai, S. & Matsuzawa, C. （2013）は，2011（平成 23）年 12 月時点の日本の国立大
学 86 校の理念・目標を分析している １１５． 
森下孟（2013）は，ERIC Collection に収録された 1975（昭和 50）年から 2009（平成
















































表 9 分析方法の選定表 
 
 









































































































機能を備えたフリーソフトウェア KH Coder を用いた １３７．KH Coder の品詞体系は，茶
笙の形態素解析の結果がほぼそのまま利用されているが，若干の変更と簡略化が行われて
いる １３８．なお，KH Coder に追加した強制抽出語と，分析に不要なため使用しないとし











（平成 23）年公開分 36 例（35 大学 1 協会），Web 版（最終更新日：平成 26 年 7 月 28








 認証評価の結果については学校教育法（昭和 22 年 3 月 31 日法律第 26 号 最終改正：平






第 171 条 で，学校教育法第 110 条 4 項に規定する公表は，「刊行物への掲載，インターネ
ットの利用その他広く周知を図ることができる方法によつて行う」とされている １４０． 
 認証評価制度が始まった 2004（平成 16）年度から 2013（平成 25）年度までの実施大
学数と内訳を表 10-1～5 に示す．実施大学数は，認証評価制度が始まって 7 年目の 2010
（平成 22）年度が 177 校と最も多く，2 年目の 2005（平成 17）年度が 33 校と一番少な
い．割合は，大学基準協会は私立が 87.1%（第 1 サイクル）と最も多く，大学評価・学位
授与機構は，国立 64.4%，公立 30.3%（ともに第 1 サイクル），日本高等教育評価機構は






表 10-1 大学基準協会の認証評価の実施大学数（再評価を含まない １４２） 
大学基準協会 





2004（平成 16） 0 6 29 0 35 
2005（平成 17） 1 5 19 0 25 
2006（平成 18） 0 3 44 0 47 
2007（平成 19） 0 5 49 0 54 
2008（平成 20） 0 2 42 0 44 
2009（平成 21） 0 9 48 0 57 
2010（平成 22） 0 11 52 0 63 
計 1 41 283 0 325 
割合(%) 0.3 12.6 87.1 0.0 100.0 
      
2011（平成 23） 0 6 23 1 30 
2012（平成 24） 1 3 26 0 30 
2013（平成 25） 0 4 35 0 39 
計 1 13 84 1 99 
割合(%) 1.0 13.1 84.8 1.0 100.0 
 
表 10-2 大学評価・学位授与機構の認証評価の実施大学数 
（再評価を含まない） 
大学評価・学位授与機構  
年度 国立 公立 私立 計  
2004（平成 16） ― ― ― ―  
2005（平成 17） 2 2 0 4  
2006（平成 18） 7 3 0 10  
2007（平成 19） 37 0 1 38  
2008（平成 20） 4 5 2 11  
2009（平成 21） 27 10 0 37  
2010（平成 22） 7 15 3 25  
2011（平成 23） 1 5 1 7  
計 85 40 7 132  
割合(%) 64.4 30.3 5.3 100.0  
      
2012（平成 24） 3 1 0 4  
2013（平成 25） 18 3 0 21  
計 21 4 0 25  








表 10-3 日本高等教育評価機構の認証評価の実施大学数 
（再評価を含まない） 
日本高等教育評価機構 





2004（平成 16） ― ― ― ― ― 
2005（平成 17） 0 0 4 0 4 
2006（平成 18） 0 0 16 0 16 
2007（平成 19） 0 0 38 0 38 
2008（平成 20） 0 0 58 0 58 
2009（平成 21） 0 0 72 0 72 
2010（平成 22） 0 0 89 0 89 
2011（平成 23） 0 0 16 0 16 
計 0 0 293 0 293 
割合(%) 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0 
      
2012（平成 24） 0 0 15 2 17 
2013（平成 25） 0 0 37 0 37 
計 0 0 52 2 54 
割合(%) 0.0 0.0 96.3 3.7 100.0 
      
表 10-4 認証評価全体の実施大学数 
（再評価を含まない） 





2004（平成 16） 0 6 29 0 35 
2005（平成 17） 3 7 23 0 33 
2006（平成 18） 7 6 60 0 73 
2007（平成 19） 37 5 88 0 130 
2008（平成 20） 4 7 102 0 113 
2009（平成 21） 27 19 120 0 166 
2010（平成 22） 7 26 144 0 177 
2011（平成 23） 1 11 40 1 53 
2012（平成 24） 4 4 41 2 51 
2013（平成 25） 18 7 72 0 97 














表 10-5 認証評価全体の実施大学数（サイクルごとの合計） 
（再評価を含まない） 





第 1 サイクル a 86 81 583 0 750 
割合(%) 11.5 10.8 77.7 0.0 100.0 
      
第 2 サイクル b 22 17 136 3 178 
割合(%) 12.4 9.6 76.4 1.7 100.0 
  
出所：各機関のウェブサイトを基に筆者作成． 





































































図 3 大学認証評価の手順（日本高等教育評価機構）１４５ 
 









































































































































































図 9 日本高等教育評価機構の認証評価結果の構成・内容 １５１ 
 
4.1.5. 評価基準項目等の改訂 
 3 機関は，それぞれ 7 年をめどに評価基準項目等の改訂等を行った．本研究では，最初の
7 年を第 1 サイクル，8 年目以降を第 2 サイクルと呼ぶ．各機関のサイクルの期間は，以下
の表 11 のとおりである．機関によって期間が異なるのは，認証評価の開始時期が異なるた
めである．表 12 には改訂日と改正点を記載する． 
 
表 11 認証評価のサイクル 
機関
名 




















表 12 評価基準項目等の改訂日・改正点 
機関名 大学基準協会 大学評価・学位授与機構 日本高等教育評価機構 
改訂日 
平成 22 年 3 月（平成
23 年 4 月 1 日施 
行） 
平成 23 年（平成 24 年
度より適応） 
平成 24 年度より適応 
主な改正点 
評価基準項目が15から
10 に整理統合 １５２． 
基準項目を 11項目から






























































































































見」，「改善を要する点」が記載されるが，それぞれの意味は表 15 のとおりである． 
 






























ある １６３．2011（平成 23）年 12 月に作成された後，Web 版が公開された．調査時点の


































 表 16 は認証評価が始まってからの大学総経費に対する図書館総経費の割合（%）である．
ここ 10 年，大学総経費に対する図書館総経費の割合は減少傾向にある. 
この節では，大学全体における大学図書館の評価をみるため，大学の評価結果全体に対
する図書館部分の長所・優れた点，助言・努力課題，一層の改善，更なる向上が期待され
る点，参考意見，勧告・改善勧告，改善を要する点の件数と割合を表 17（第 1 サイクル），
表 18（第 2 サイクル）に示す． 
第 1 サイクルの長所・優れた点については，評価結果全体に対する図書館部分の割合が
大学基準協会 5.20％，大学評価・学位授与機構 3.01％，日本高等教育評価機構で 2.16％で
あった（表 17）. 第 2 サイクルでは，大学基準協会 1.76％，大学評価・学位授与機構 2.20％，
日本高等教育評価機構で 3.90％であった（表 18）. 
第 1 サイクルの助言・努力課題，一層の改善，更なる向上が期待される点，参考意見に
ついては，評価結果全体に対する図書館部分の割合が大学基準協会 3.35％，大学評価・学
位授与機構 0％，日本高等教育評価機構で 0.58％であった（表 17）. 第 2 サイクルでは，




育評価機構で 1.21％であった（表 17）．第 2 サイクルでは，大学基準協会 0％，大学評価・
学位授与機構 2.33％，日本高等教育評価機構で 0％であった（表 18）． 
 
表 16 大学総経費に対する図書館総経費の割合（%） 
2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 平均 
3.2 3.2 2.8 2.6 2.5 2.5 2.4 1.3 2.3 2.3 2.51 
出所：学術情報基盤調査を基に筆者作成 
 
表 17 評価結果全体に対する図書館部分の件数と割合（第 1 サイクル） 
  大学基準協会  大学評価・学位授与機構  日本高等教育評価機構   



















点   
評価結果
全体（件） 1864 4124 273  1828 98 287  1710 689 414   
図書館部
分（件） 97 138 3  55 0 21  37 4 5  総平均 
評価結果
全体に対








表 18 評価結果全体に対する図書館部分の件数と割合（第 2 サイクル） 
  大学基準協会  大学評価・学位授与機構  日本高等教育評価機構   






















点   
評価結果
全体（件） 341 694 80  273 15 43  77 101 51   
図書館部










表 19-21 は，各年度の評価結果における全体と図書館部分の長所・優れた点の件数と 1
大学あたりの平均を年度ごとに示したものである．第 1 サイクルの結果全体における長所・
優れた点の 1大学あたりの平均件数では，大学基準協会 5.74 件，日本高等教育評価機構 6.00
件とほとんど同じだが，大学評価・学位授与機構では，13.85 件と 2 機関と比べ多くなって
いる（表 19-21）．第 1 サイクルの図書館部分の長所・優れた点の 1 校あたりの平均件数で
は，大学基準協会 0.30 件，大学評価・学位授与機構 0.42 件，日本高等教育評価機構 0.13
件と，3 機関とも 1 件以下であった（表 19-21）． 
 
表 19 大学基準協会の評価結果における長所の件数（全体および図書館部分） 
年度 
評価結果全体 a 図書館部分 b 
大学数 長所 1 大学 
あたり c 大学数 長所 
1 大学 
あたり c 
2004（平成 16）年度 35 768 21.94 19 40 1.14 
2005（平成 17）年度 25 412 16.48 15 18 0.72 
2006（平成 18）年度 47 195 4.15 12 12 0.26 
2007（平成 19）年度 54 144 2.67 7 7 0.13 
2008（平成 20）年度 44 125 2.84 9 10 0.23 
2009（平成 21）年度 57 103 1.81 4 4 0.07 
2010（平成 22）年度 63 117 1.86 6 6 0.10 
計（2004-2010） 325 1864 5.74 72 97 0.30 
 2011（平成 23）年度 30 102 3.40 4 4 0.13 
2012（平成 24）年度 30 94 3.13 0 0 0.00 
2013（平成 25）年度 39 145 3.72 2 2 0.05 
計（2011-2013） 99 341 3.44 6 6 0.06 
a 評価結果全体は，評価を受けた総大学数と長所の総件数 
b 図書館部分は，図書館部分で長所があった大学の数と長所の件数 





表 20 大学評価・学位授与機構の評価結果における優れた点の件数（全体および図書館部分） 
年度 
評価結果全体 a 図書館部分 b 
大学数 優れた点 1 大学 
あたり c 大学数 優れた点 
1 大学 
あたり c 
2005（平成 17）年度 4 101 25.25 3 3 0.75 
2006（平成 18）年度 10 103 10.30 3 3 0.30 
2007（平成 19）年度 38 589 15.50 20 24 0.63 
2008（平成 20）年度 11 131 11.91 4 5 0.45 
2009（平成 21）年度 37 562 15.19 11 13 0.35 
2010（平成 22）年度 25 268 10.72 2 3 0.12 
2011（平成 23）年度 7 74 10.57 3 4 0.57 
計（2005-2011） 132 1828 13.85 46 55 0.42 
 2012（平成 24）年度 4 33 8.25 2 2 0.50 
2013（平成 25）年度 21 240 11.43 4 4 0.19 
計（2012-2013） 25 273 10.92 6 6 0.24 
a 評価結果全体は，評価を受けた総大学数と優れた点の総件数 
b 図書館部分は，図書館部分で優れた点があった大学の数と優れた点の件数 
c 1 大学あたりとは，年度ごとの評価を受けた大学全体における 1 大学あたりの平均件数 
 
表 21 日本高等教育評価機構の評価結果における優れた点の件数（全体および図書館部分） 
年度 
評価結果全体 a 図書館部分 b 
大学数 優れた点 1 大学 
あたり c 大学数 優れた点 
1 大学 
あたり c 
2005（平成 17）年度 4 42 10.50 3 4 1.00 
2006（平成 18）年度 16 223 13.94 6 7 0.44 
2007（平成 19）年度 38 429 11.29 8 8 0.21 
2008（平成 20）年度 58 405 6.98 5 5 0.09 
2009（平成 21）年度 71 307 4.32 6 6 0.08 
2010（平成 22）年度 85 264 3.11 6 6 0.07 
2011（平成 23）年度 13 40 3.08 1 1 0.08 
計（2005-2011） 285 1710 6.00 35 37 0.13 
 2012（平成 24）年度 13 39 3.00 3 3 0.23 
2013（平成 25）年度 30 38 1.27 0 0 0.00 
計（2012-2013） 43 77 1.79 3 3 0.07 
a 評価結果全体は，評価を受けた総大学数と優れた点の総件数 
b 図書館部分は，図書館部分で優れた点があった大学の数と優れた点の件数 
c 1 大学あたりとは，年度ごとの評価を受けた大学全体における 1 大学あたりの平均件数 
 
b. 項目 
図 10～12 は 2004-2013 年度の 3 機関の認証評価結果の長所・優れた点において，図書
館部分が評価基準のどの項目に記載されていたかの割合について第 1 サイクル，第 2 サイ
クルに分けて示したものである．なお，各認証評価機関の評価基準において，図書館部分
を評価することが明記されている項目は，大学基準協会の第 1 サイクルでは「図書・電子
媒体等」，第 2 サイクルでは「教育研究等環境」，大学評価・学位授与機構の第 1 サイクル
では「施設・設備」，第 2 サイクルでは「施設・設備及び学生支援」，日本高等教育評価機





ていたかを第 1 サイクル，第 2 サイクルに分けて示したグラフである． 
 
〈第 1 サイクル（2004～2010 年度）〉 
 
〈第 2 サイクル（2011～2013 年度）〉 
 
 































どの項目に現れていたかの割合について第 1 サイクル，第 2 サイクルに分けて示したもの
である．第 1 サイクルでは，「施設・設備」の項目が最も多く 76％を占めていたものの，そ
の他「学生支援等」（9％），「教育内容及び方法」（7％），「教員及び教育支援者」「教育研究
組織（実施体制）」「教育の成果」「教育の質の向上及び改善のためのシステム」（ともに 2％），




〈第 1 サイクル（2005～2011 年度）〉 
 



































の項目に現れていたかの割合を第 1 サイクル，第 2サイクルに分けて示したグラフである．
第 1 サイクルでは，「社会連携」の項目が 35％，「教育研究環境」の項目が 33％とほぼ同数
を占めており，その他「学生」（16％），「教育環境」「教員」（ともに 5％），「教育課程」「教




〈第 1 サイクル（2005～2011 年度）〉 
 








表 22-23 は，3 機関の 2004（平成 16）年度から 2013（平成 25）年度の評価結果の長所，
優れた点で，図書館に関する部分で多く用いられていた語 150 種類をサイクルごとに示し



























表 22 頻出語 150 種類（図書館・長所，優れた点）（第 1 サイクル） 




























































































































































































































































表 23 頻出語 150 種類（図書館・長所，優れた点）（第 2 サイクル） 




























































































































































































































































表 24-25 は，機関ごとの長所・優れた点で特徴的な語を上位 10 ずつリストアップしたも
のである．この語は長所・優れた点（図書館部分）のテキスト全体で比べて，それぞれの
機関において特に高い確率で出現している語である．表内の数値はそれぞれの語と 3 機関
との関連を表す Jaccard の類似性測度であり，ここにリストアップされる語は，3 機関の長
所全体で比べ，それぞれの機関において特に高い確率で出現している語である．表の数値
は 0 から 1 までの値をとり，関連が強いほど 1 に近づく １６６． 
 






資料 .153  学生 .228  高い .300 
公開 .130  活用 .175  開放 .188 
地域 .129  学習 .159  施設 .183 
社会 .082  整備 .159  学生 .128 
開館 .081  図書 .153  センター .119 
教員 .066  有効 .147  地域 .118 
一般 .066  情報 .138  市民 .105 
サービス .064  行う .130  学習 .100 
学外 .059  利用 .129  提供 .100 
ｺﾚｸｼｮﾝ .059  センター .107  積極 .100                            数値は Jaccard の類似性測度 
 






推進 .177  時間 .444  高い .375 
情報 .177  自習 .222  ｷｬﾝﾊﾟｽ .333 
公開 .177  開館 .222  学修 .333 
資料 .177  設置 .222  施設 .333 
学術 .167  教職員 .222  教育 .250 
関係 .118  研究 .200  考 .167 
時代 .118  利用 .200  さまざま .167 
積極 .118  中心 .200  教学 .167 
連携 .118  学生 .188  専門 .167 
江戸 .118  設ける .182  房 .167 







上位 10 ずつリストアップしたものである． 
 
表 26 年度ごとの長所・優れた点の図書館部分で特徴的な語（第 1 サイクル） 
2004  2005  2006  2007 
研究 .139  積極 .109  利用者 .160  利用 .129 
行う .092  開放 .098  公開 .150  活用 .118 
教員 .091  センター .091  地域 .127  学習 .116 
図書 .085  配慮 .091  市民 .114  学生 .116 
学外 .076  教育 .089  開館 .111  資料 .113 
サービス .055  連携 .089  無人 .108  開放 .108 
関連 .049  サービス .082  充実 .096  環境 .105 
実績 .048  論文 .081  夜間 .095  図る .103 
院生 .048  公開 .079  講座 .095  提供 .100 
持つ .048  ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ .079  多い .095  情報 .095 2008  2009  2010  2011 
有効 .158  情報 .163  高い .148  学科 .222 
十分 .133  学生 .139  授業 .133  卒業 .143 
活用 .130  高い .136  取組む .130  参加 .143 
ユニーク .111  学習 .128  教材 .120  様々 .143 
学生 .108  システム .125  支援 .111  書架 .143 
博物館 .103  研究 .118  含める .111  感想 .143 
高い .098  利用 .108  学生 .100  専攻 .143 
設備 .097  各種 .097  運営 .100  選ぶ .143 
施設 .093  検索 .097  行う .096  パネル .143 
行う .088  行う .088  資料 .091  顕彰 .143 
                                               数値は Jaccard の類似性測度 
 
表 27 年度ごとの長所・優れた点で特徴的な語（第 2 サイクル） 
2011  2012  2013 
情報 .300  高い .300  ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ .273 
学生 .250  ｷｬﾝﾊﾟｽ .250  地域 .273 
図書 .200  学修 .250  設ける .250 
電子 .200  教職員 .250  進める .182 
スペース .182  施設 .250  自習 .182 
資料 .182  環境 .222  連携 .182 
学習 .182  学生 .200  活動 .182 
充実 .182  時間 .200  研究 .167 
学術 .167  建 .125  支援 .167 












は，大学基準協会 12.69 件，大学評価・学位授与機構では，0.74 件，日本高等教育評価機
構 2.35 件と大学基準協会が他 2 機関と比べ多くなっている．第 1 サイクルの図書館部分の
助言・一層の改善が期待される事項・努力課題，更なる向上が期待される点，参考意見の 1
校あたりの平均件数では，大学基準協会 0.42 件，大学評価・学位授与機構 0 件，日本高等
教育評価機構 0.01 件と，3 機関とも 1 件以下であった． 
 
表 28 大学基準協会の評価結果における助言・一層の改善・努力課題の件数 
（全体および図書館部分） 
年度 









2004（平成 16）年度 35 785 22.43 20 31 0.89 
2005（平成 17）年度 25 484 19.36 14 18 0.72 
2006（平成 18）年度 47 468 9.96 15 19 0.40 
2007（平成 19）年度 54 478 8.85 10 14 0.26 
2008（平成 20）年度 44 622 14.14 19 24 0.55 
2009（平成 21）年度 57 635 11.14 15 16 0.28 
2010（平成 22）年度 63 652 10.35 15 16 0.25 




大学数 努力課題 1 大学 
あたり 大学数 努力課題 
1 大学 
あたり 
2011（平成 23）年度 30 253 8.43 4 5 0.17 
2012（平成 24）年度 30 191 6.37 5 5 0.17 
2013（平成 25）年度 39 250 6.41 9 9 0.23 










表 29 大学評価・学位授与機構の評価結果における更なる向上が期待される点の件数 
（全体および図書館部分） 
年度 












2005（平成 17）年度 4 0 0.00 0 0 0 
2006（平成 18）年度 10 0 0.00 0 0 0 
2007（平成 19）年度 38 22 0.58 0 0 0 
2008（平成 20）年度 11 14 1.27 0 0 0 
2009（平成 21）年度 37 33 0.89 0 0 0 
2010（平成 22）年度 25 24 0.96 0 0 0 
2011（平成 23）年度 7 5 0.71 0 0 0 
計（2005-2011） 132 98 0.74 0 0 0 
 2012（平成 24）年度 4 1 0.25 0 0 0 
2013（平成 25）年度 21 14 0.67 0 0 0 




c 1 大学あたりと，年度ごとの評価を受けた大学全体における 1 大学あたりの平均件数 
 
表 30 日本高等教育評価機構の評価結果における参考意見の件数（全体および図書館部分） 
年度 
評価結果全体 a 図書館部分 b 
大学数 参考意見 1 大学 
あたり c 大学数 参考意見 
1 大学 
あたり c 
2005（平成 17）年度 4 18 4.50 1 1 0.25 
2006（平成 18）年度 16 44 2.75 0 0 0.00 
2007（平成 19）年度 38 105 2.76 0 0 0.00 
2008（平成 20）年度 58 86 1.48 2 2 0.03 
2009（平成 21）年度 72 187 2.60 1 1 0.01 
2010（平成 22）年度 89 222 2.49 0 0 0.00 
2011（平成 23）年度 16 27 1.69 0 0 0.00 
計（2005-2011） 293 689 2.35 4 4 0.01 
 2012（平成 24）年度 17 31 1.82 0 0 0.00 
2013（平成 25）年度 37 70 1.89 1 1 0.03 
計（2012-2013） 54 101 1.87 1 1 0.02 
a 評価結果全体は，評価を受けた総大学数と参考意見の総件数 
b 図書館部分は，図書館部分で参考意見があった大学の数と参考意見の件数 







題で，図書館部分が評価基準のどの項目に現れていたかを第 1 サイクル，第 2 サイクルに
分けて示したグラフである．第 1 サイクルでは，「図書・電子媒体等」の項目が最も多く 92％
を占めている．一方，第 2 サイクルでは，図書館部分の助言・一層の改善が期待される事
項・努力課題は，「教育研究等環境」の項目にのみ現れていた． 




〈第 1 サイクル（2004～2010 年度）〉 
 
























 図 14 は，日本高等教育評価機構の評価結果における参考意見で，図書館部分が評価基準
のどの項目に現れていたかを第 1 サイクル，第 2 サイクルに分けて示したグラフである．
第 1 サイクルでは，図書館部分の参考意見は 4 件認められ，「教育研究環境」の項目が 3 件
（75％），「教育環境」の項目が 1 件（25％）であった．一方，第 2 サイクルでは，参考意
見で図書館の出現は 1 件のみであり，「教育環境の整備」の項目に認められた． 
 
 
〈第 1 サイクル（2005～2011 年度）〉 
 























（第 1 サイクル） 





























































































































































































































































（第 2 サイクル） 
 









































































































































































   少ない 2 
 
採用 1 
   嘱託 2 
 
堺 1 
   図書室 2 
 
冊数 1 
   整備 2 
 
三田洞 1 
   専属 2 
 
指導 1 
   専門 2 
 
資源 1 
   体制 2 
 
質 1 
   対応 2 
 
主 1 
   日進 2 
 
書架 1 
   必要 2 
 
書庫 1 
   福祉 2 
 
小規模 1 
   シティ 1 
 
小金井 1 
   データ 1 
 
新宿 1 
   ベース 1 
 
進める 1 
   ﾎﾟｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ 1 
 
図る 1 










特徴的な語（第 1 サイクル） 
     
大学基準協会  日本高等教育評価機構 
改善 .330  期待 .188 
学生 .175  教育 .130 
ｷｬﾝﾊﾟｽ .137  時間 .125 
収容定員 .137  研究 .094 
図書 .128  円滑 .083 
必要 .106  要望 .083 
整備 .106  診療 .083 
最終授業 .088  高等 .083 
終了 .088  中核 .083 
十分 .084   恒常 .083 




特徴的な語（第 2 サイクル） 
大学基準協会  日本高等教育評価機構 
改善 .577  高等 .250 
知識 .500  授業 .250 
専任職員 .500  地域 .250 
有する .500  指導 .250 
配置 .462  前後 .250 
専門的 .423  機構 .250 
ｷｬﾝﾊﾟｽ .346  学修 .250 
図書 .154  資源 .250 
学術 .154  蔵 .250 
サービス .115   教育 .250 




















必要 .169  閲覧 .188  大学院学生 .122  利便性 .115 
研究 .123  学生 .129  収容定員 .105  割合 .108 
図書 .114  割合 .125  学生 .104  収容定員 .100 
学部 .108  努力 .121  問題 .100  改善 .099 
検討 .099  座席数 .119  必要 .098  大隅 .083 
利用 .098  延長 .111  資料 .098  学生 .082 
開館時間 .092  検討 .093  席 .093  厚木 .080 
整備 .091  電子ｼﾞｬｰﾅﾙ .088  少ない .093  ｷｬﾝﾊﾟｽ .078 
教育 .090  開館時間 .083  検討 .088  図る .077 







改善 .179  終了 .158  改善 .195    
学生 .130  最終授業 .158  職員 .182    
スペース .103  改善 .125  専門的 .136    
図書 .102  整備 .116  終了 .132    
座席数 .100  ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ .115  最終授業 .132    
蔵書数 .100  閉館時間 .107  閲覧座席 .121    
収容定員 .098  十分 .105  数 .121    
ｷｬﾝﾊﾟｽ .098  資料 .091  配置 .120    
延長 .094  対策 .083  低い .118    
開館時間 .091   ﾈｯﾄﾜｰｸ .083   体制 .111                                                        数値は Jaccard の類似性測度 
 
表 36 年度ごとの助言・努力課題，更なる向上が期待される点，参考意見の図書館部分で






利用 .300  改善 .294  専門的 .533 
体制 .222  少ない .286  知識 .471 
学生 .200  必要 .286  専任職員 .471 
環境 .200  十分 .250  有する .471 
施設 .111  ｷｬﾝﾊﾟｽ .231  配置 .412 
学ぶ .111  学術 .222  改善 .350 
運営 .111  図書 .222  ｷｬﾝﾊﾟｽ .313 
福祉 .111  配置 .188  提供 .250 
利便性 .111  媒体 .143  情報 .231 
規模 .111   主 .143   対応 .167 










部分の件数と 1 大学あたりの平均を年度ごとに示したものである．第 1 サイクルの結果全
体における勧告・改善勧告，改善を要する点の 1 校あたりの平均件数では，大学基準協会
0.84 件，大学評価・学位授与機構 2.17 件，日本高等教育評価機構 1.41 件と，大学評価・
学位授与機構が他 2 機関と比べ多くなっている．第 1 サイクルの図書館部分の勧告・改善
勧告，改善を要する点の 1 大学あたりの平均件数では，大学基準協会 0.01 件，大学評価・
学位授与機構 0.16 件，日本高等教育評価機構 0.02 件となっている． 
第 2 サイクルの勧告・改善勧告，改善を要する点の図書館部分は大学評価・学位授与機
構の 1 件のみであった． 
 
表 37 大学基準協会の評価結果における勧告・改善勧告の件数（全体および図書館部分） 
年度 









2004（平成 16）年度 35 47 1.34 0 0 0.00 
2005（平成 17）年度 25 17 0.68 0 0 0.00 
2006（平成 18）年度 47 18 0.38 0 0 0.00 
2007（平成 19）年度 54 31 0.57 0 0 0.00 
2008（平成 20）年度 44 42 0.95 1 1 0.02 
2009（平成 21）年度 57 39 0.68 1 1 0.02 
2010（平成 22）年度 63 79 1.25 1 1 0.02 
計（2004-2010） 325 273 0.84 3 3 0.01 
       
年度 












2011（平成 23）年度 30 24 0.80 4 0 0 
2012（平成 24）年度 30 24 0.80 4 0 0 
2013（平成 25）年度 39 32 0.82 10 0 0 
計（2011-2013） 99 80 0.81 18 0 0 
a 評価結果全体は，評価を受けた総大学数と勧告・改善勧告の総件数 
b 図書館部分は，図書館部分で勧告・改善勧告があった大学の数と勧告・改善勧告の件数 





表 38 大学評価・学位授与機構の評価結果における改善を要する点の件数 
（全体および図書館部分） 
年度 









2005（平成 17）年度 4 10 2.50 0 0 0.00 
2006（平成 18）年度 10 37 3.70 6 7 0.70 
2007（平成 19）年度 38 71 1.87 2 2 0.05 
2008（平成 20）年度 11 23 2.09 1 1 0.09 
2009（平成 21）年度 37 78 2.11 8 8 0.22 
2010（平成 22）年度 25 52 2.08 3 3 0.12 
2011（平成 23）年度 7 16 2.29 0 0 0.00 
計（2005-2011） 132 287 2.17 20 21 0.16 
 2012（平成 24）年度 4 6 1.50 0 0 0.00 
2013（平成 25）年度 21 37 1.76 1 1 0.05 
計（2012-2013） 25 43 1.72 1 1 0.04 
       
a 評価結果全体は，評価を受けた総大学数と改善を要する点の総件数 
b 図書館部分は，図書館部分で勧告・改善勧告があった大学の数と改善を要する点の件数 
c 「1 大学あたり」は，年度ごとの評価を受けた大学全体における 1 大学あたりの平均件数 
 
表 39 日本高等教育評価機構の評価結果における改善を要する点の件数 
（全体および図書館部分） 
年度 









2005（平成 17）年度 4 0 0.00 0 0 0.00 
2006（平成 18）年度 16 1 0.06 0 0 0.00 
2007（平成 19）年度 38 15 0.39 0 0 0.00 
2008（平成 20）年度 58 67 1.16 0 0 0.00 
2009（平成 21）年度 72 108 1.50 1 1 0.01 
2010（平成 22）年度 89 200 2.25 3 4 0.04 
2011（平成 23）年度 16 23 1.44 0 0 0.00 
計（2005-2011） 293 414 1.41 4 5 0.02 
       
2012（平成 24）年度 17 13 0.76 0 0 0 
2013（平成 25）年度 37 38 1.03 0 0 0 
計（2012-2013） 54 51 0.94 0 0 0 
a 評価結果全体は，評価を受けた総大学数と改善を要する点の総件数 
b 図書館部分は，図書館部分で勧告・改善勧告があった大学の数と改善を要する点の件数 







図書館が評価基準のどの項目に現れていたかを第 1 サイクル，第 2 サイクルに分けて示し
たグラフである．第 1 サイクルでは，図書館部分の勧告・必ず実現すべき改善事項・改善
勧告は 3 件認められ，「図書・電子媒体等」の項目が 2 件（67％），「施設・設備」の項目が




〈第 1 サイクル（2004～2010 年度）〉 
 
〈第 2 サイクル（2011～2013 年度）〉 
勧告・必ず実現すべき改善事項・改善勧告：0 件 
 














基準のどの項目に現れていたかを第 1 サイクル，第 2 サイクルに分けて示したグラフであ
る．第 1 サイクルでは，「施設・設備」の項目に 90％認められ，その他「学生支援等」の項




〈第 1 サイクル（2005～2011 年度）〉 
 





図 16 大学評価・学位授与機構の改善を要する点で図書館が現れていた評価基準の項目 
 
同様に，図 17 は，日本高等教育評価機構の評価結果における改善を要する点で，図書館
が評価基準のどの項目に現れていたかを第 1 サイクル，第 2 サイクルに分けて示したもの









〈第 2 サイクル（2012～2013 年度）〉 
改善を要する点：0 件 
 











表 40 は，第 1 サイクルの認証評価結果の勧告・改善勧告，改善を要する点の図書館部分
の頻出語 150 種類をサイクルごとに示したものである．なお，第 2 サイクルは大学評価・
学位授与機構の「附属図書館の空調機器が老朽化している．また，看護系の図書が全般的
に古く，開学時の目標である「平成 20 年までに 10 万冊を整備する計画」が大幅に遅れて
いる」の 1 件のみのため，分析を省略した． 
 
表 40 認証評価結果の勧告・必ず実現すべき改善事項・改善勧告，改善を要する点の    
































































































































































































































































表 41 は, 機関ごとの勧告・必ず実現すべき改善事項・改善勧告・改善を要する点で特徴
的な語で特徴的な語を上位 10 ずつリストアップしたものである．第 2 サイクルは大学評
価・学位授与機構の 1 件のみのため，分析を省略した． 
 
表 41 機関ごとの勧告・必ず実現すべき改善事項・改善勧告・改善を要する点で特徴的な






キャンパス .316  学生 .265  改善 .313 
少ない .222  図書 .189  早急 .222 
図書 .192  不足 .167  教室 .214 
渋谷 .177  整備 .147  教育 .211 
東京 .167  十分 .125  状況 .188 
研究 .136  研究 .118  サテライト .143 
早急 .136  利用 .100  調査 .143 
教育 .130  延長 .100  施設 .125 











表 42 は, 年度ごとの勧告・必ず実現すべき改善事項・改善勧告・改善を要する点で特徴





（第 1 サイクル） 
2006 
 
2007  2008 
多い .273  古典 .200  活動 .333 
学生 .263  障害 .200  構築 .333 
不足 .231  収容 .200  講義 .286 
図書 .191  超える .200  研究 .273 
自主 .182  可能 .200  計画 .222 
希望 .182  蔵書 .167  キャンパス .167 
学習 .167  新しい .167  神楽坂 .167 
延長 .167  参考 .167  閉鎖 .167 
開館時間 .167  利用 .143  実現 .167 
配置 .154  冊数 .143  特に .167 
        2009 
 
2010    
整備 .278  早急 .263    
研究 .222  キャンパス .263    
教育 .211  東京 .250    
資料 .177  少ない .235    
十分 .177  改善 .211    
老朽 .143  図書 .200    
バリアフリー .143  蔵書数 .188    
状態 .133  渋谷 .188    
状況 .118  学生 .160    
改善 .105 
 
福岡 .125    










した表については，巻末付表 10 を参照）． 
 






































夜 10 時までの開放 





















































取り上げられているが，認証評価結果では評価されていない 13 大学を示す 
 


































































学生希望図書の Web 申し込み受付，教員向けの e-DDS（学内の図書館所蔵
雑誌の文献複写電子デリバリーサービス）の運用，図書搬送サービス申し込








































































































年度日曜開館時の平均入館者数：約 112 名）． 

















































である．大学基準協会においては，初年度である 2004 年度には大学全体の長所の 1 大





学全体の優れた点においても，初年度の平均件数が 25.25 件と最も多く，2 年目以降は
10.30～15.50 件の間で推移している（表 20）．図書館部分は，1 年目，3 年目，7 年目の
平均件数が多い結果となっている．日本高等教育評価機構の大学全体の優れた点では，2
年目の平均件数が最も多く，その後徐々に減少がみられる（表 21）．図書館部分は，1
年目の平均件数が最も多く，徐々に減少している．第 2 サイクルについては，まだ 2～3
年分の実施ではあるが，3 機関とも平均件数が第 1 サイクルの平均件数よりも減少して
いる（表 19-21）． 
機関ごとの特徴として，サイクルごとの平均件数を比較すると，第 1 サイクルの大学
評価・学位授与機構の全体の平均件数 13.85 件が最も多い（表 19-21）．第 1 サイクルの
図書館部分の平均件数は 0.30 件（大学基準協会），0.42 件（大学評価・学位授与機構），
0.13 件（日本高等教育評価機構）と，大学評価・学位授与機構が最も多いが，全体の件
数ほどの違いは認められなかった． 
第 2 サイクルを見ると，結果全体における長所・優れた点の 1 校あたりの平均件数は，
大学基準協会 3.44 件，大学評価・学位授与機構 10.92 件，日本高等教育評価機構 1.79
件と，3 機関とも第 1 サイクルに比べ減少しており，図書館部分の長所・優れた点の 1

















評価結果には当然多く含まれている「学生」以外では，「地域」（第 1 サイクル：42 回，
第 2 サイクル：6 回），「開放」（第 1 サイクル：36 回），「公開」（第 1 サイクル：34 回，































時まで，土曜日 21 時まで，日曜祝日 9 時から 21 時までの無人開館は，学生の自
学自習の促進と生涯学習の習慣づけに極めて有効であると評価できる．また，実
際に無人開館時間に多数の学生が図書館を利用しており，一日平均の入館者数も















 大学評価・学位授与機構の更なる向上が期待される点で図書館部分は第 1 サイクル，
第 2 サイクルともに 1 件も出現しておらず，日本高等教育評価機構の参考意見で図書館





















への開放等のさらなる検討が望まれる．（大学基準協会 2004 年度，下線は筆者） 
 




が望まれる．（大学基準協会 2013 年度，下線は筆者） 
 
機関ごとでは，大学基準協会の「収容定員」（第 1 サイクル），「知識」（第 2 サイクル），
「専任職員」（第 2 サイクル），日本高等教育評価機構の「時間」（第 1 サイクル），「授業」






可欠のものと考えられる．（大学基準協会 2005 年度，下線は筆者） 
 




















問題があるので，改善が望まれる．（大学基準協会 2010 年度，下線は筆者） 
 
専門的な知識を有する専属の専任職員を図書館に配置していないので，改善が望




 勧告・改善勧告，改善を要する点（第 1 サイクル）で図書館部分が現れた件数は，大
学評価・学位授与機構の平均 0.16 件が他の 2 機関より多く，大学基準協会は平均 0.01











 大学図書館における先進的な取り組みの実践例で取り上げられた 38 大学のうち，認証
評価（自己点検・評価報告書を含む）で評価された内容が一致しているのは 7 大学，大
学図書館における先進的な取り組みの実践例と自己点検・評価報告書では取り上げられ


















学基準協会・第 1 サイクル：9％），「社会連携」（日本高等教育評価機構・第 1 サイクル：
35％）や，「教育内容・方法」（大学基準協会・第 1 サイクル：3％），「教育内容及び方
法」（大学評価・学位授与機構・第 1 サイクル：7%），「学生支援等」（大学評価・学位授









 一方，資料・施設・設備に関する評価の割合は多く，第 2 サイクルでは評価基準の改
定もあり，その傾向がより顕著であることが分かった． 
  
5.2. 本研究の成果の価値  
 
先行研究では，3 機関の 2004～2013 年度の認証評価結果全体の図書館部分の分析は
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公立 青森県立保健大学 社会貢献 1 国際科ミニ・シンポジウムの開催，図書館でのハ
ンセン病啓発活動などを行っている点は評価で
きる． 
  施設・設備 1 図書館，グラウンドなどの大学施設が学外に開放
されている点は評価できる． 






















九州東海大学 施設・設備 1 院生用図書資料充実のための予算化がなされて
いる点は評価できる． 
神奈川工科大学 図書・電子媒体等 1 地域の図書館との相互利用協定，高校生への開放
など，地域に開かれた図書館を目指している点は
評価できる． 
  社会貢献 1 地元の図書館の利用者カードを持っていれば，図
書館を活用できる点は評価できる． 




































芝浦工業大学 図書・電子媒体等 1 積極的に Science Direct などの電子ジャーナル
化に取り組み，遠隔地キャンパス間の利便性を確
保しようとしている． 
  施設・設備等 1 情報インフラに関しては，「学術情報センター」
を設置して，ネットワークおよび図書関連の情報
を一元管理する体制を確立している． 


























桐蔭横浜大学 図書・電子媒体等 1 サヴィニー文庫，マックス・カーザー記念文庫，
ヘルマン・アイヒラー文庫は特別コレクションと
して保存・利用されており，貴重である． 




















































  研究環境 1 教員は祝祭日も含めて図書館を 24 時間利用で
きる体制になっている．教育・研究を行う上でメ
リットは大きく評価できる． 
































秋田県立大学 図書・電子媒体等 1 秋田キャンパス図書館の収容定員に対する閲覧
室座席数の割合は 38％と極めて高く評価でき
る． 








































大阪産業大学 図書・電子媒体等 1 業務を全面委託することにより，レファレンス担
当者の常設を含む安定した業務体制が敷かれて
いる． 
関西外国語大学 図書・電子媒体等 1 外国語関係の特色ある蔵書コレクションを有し，
北米で刊行されている学位論文集『Doctoral 
































東京農業大学 図書・電子媒体等 1 貴重資料・オリジナル資料の電子化とそれらのホ
ームページによる公開は評価できる． 








福岡工業大学 図書・電子媒体等 1 「地域に開かれた学園」の図書館としての役割か
ら，夜間も平日 20 時まで市民への開放を行って
いる点は評価できる． 




























大阪医科大学 図書・電子媒体等 1 閲覧座席数が学生定員の約 40％を確保している
点は高く評価できる．また，夜間の無人開館を実
施している点も長所である．自動入退館システム
による平日 23 時まで，土曜日 21 時まで，日曜



















































龍谷大学 図書・電子媒体等 1 点字図書 284 タイトル，1，414 冊と多く，障が
い者へのサポート体制が充実している． 





























































































  教育内容・方法 1 すべての研究科において，社会人特別入試を行
い，大学院学生用自習室と図書館が月～土曜は９





















価報告書 300－303 頁）． 






年度，「あいのみ文庫」貸し出し実績 6，266 冊）． 










000 種，視聴覚資料収蔵 10，700 点，展覧会図
録など 45，000 冊，多岐にわたる貴重書コレク
ション計 16，000 点，図書以外の美術資料コレ









国立音楽大学 図書・電子媒体等 1 約 40 万点の音楽資料を中心とする所蔵資料，音
楽資料目録のデータベースを有し，音楽大学附属
図書館として社会的な評価が定着している． 











































































高野山大学 教育研究等環境 1 貴大学図書館は，密教・仏教関連図書を中心に学
術価値の極めて高い江戸時代以前の古典籍資料






































































































































































































































































































































































































































































































































































間は 21 時 30 分であるにもかかわらず，図書館









































1 図書館の蔵書数は 28，354 冊と少なく，図書の
受け入れ数も年々減少している．また，月～木曜










































































館時間は，9 時 10 分～17 時 00 分であり，土曜



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































2009 私立 洗足学園音楽大学 図書・電子媒体等
（必ず改善） 










2010 私立 日本経済大学 図書・電子媒体等
（必ず改善） 
1 福岡キャンパスの図書館においては，2006（平


































形態 大学名 評価基準の項目 
件
数 優れた点の内容 
























沖縄県立看護大学 学生支援等 1 附属図書館と同一の建物内に，良く整備され，広
いスペースの院生室が確保されている． 
2007 国立 旭川医科大学 施設・設備 1 図書館を，学生も含めて 24 時間利用できるよう
にしている． 





















雑誌センター（9 館）の 1 つであり，国内未収集
の社会科学系外国雑誌を体系的に収集・整備する
と共に，世界に 500 機関ある欧州連合（EU）の
資料センターの 1 つとして活動している． 
横浜国立大学 施設・設備 1 利用者アンケートに基づく「教育用図書充実４カ
年計画」によって，学生の教育用図書の計画的充
実を図っている． 
新潟大学 施設・設備 1 電子ジャーナル経費を全学共通経費で確保し，充
実度が高く，有効に活用されている． 
浜松医科大学 施設・設備 1 図書館を，学生も含めて常時利用できるようにし
ている． 





三重大学 施設・設備 1 三重県と「歴史街道 GIS」の共同開発をモデル的




京都大学 施設・設備 1 学内いずれの図書館（室）でも複写機を利用でき
る学内文献複写料金相殺制度や，学内現物貸借配
送システムにより，利用者の便宜を図っている． 
鳥取大学 施設・設備 1 県立図書館や県内全市の公立図書館との間で相
互利用協定を締結し，利用可能蔵書数を増加させ
ている． 
岡山大学 施設・設備 1 附属図書館で所蔵する貴重な文化財である池田
家文庫資料を岡山県や岡山市と連携してデジタ
ル化し，学校教育や生涯教育に活用している． 
鳴門教育大学 施設・設備 1 児童図書室は，多数の絵本や児童書が収書されて
おり，地域にも開放されている．また，児童図書
室は学生ボランティアの活動の場となっている． 




































施設・設備 1 附属図書館は，24 時間，365 日開館しており，
その結果 20 時から翌朝 8 時 30 分までの夜間利
用者数が全体の約 3 割を占めている． 















大阪市立大学 施設・設備 1 学術情報総合センターが図書館及び情報センタ
ーとしての機能に優れており，十分有効に活用さ
れている． 
宮崎県立看護大学 施設・設備 1 施設，設備，情報ネットワーク及び附属図書館を
十分な規模及び内容で整備しており，有効に活用
されている． 








































施設・設備 1 最先端の学術研究情報が 24 時間利用可能な電子
図書館システムを構築・維持している． 




























































私立 聖徳大学 施設・設備 1 学習支援機能を重視した図書館の整備を行い，学
生によって活用されている． 










上で，附属図書館の 24 時間開館を実施している． 
2013 国立 京都大学 施設・設備及び学
生支援 






























































 東京農工大学 施設・設備 1 
オンラインジャーナルについては，さらに充実し
てほしいという要望が見られる． 
  学生支援等 1 
図書館の開館時間については，延長を希望する学
生が多い． 
 京都教育大学 施設・設備 1 
附属図書館及び教員研究室の図書の配置が，学生
の必要に応じるものとなっていない． 
公立 奈良県立医科大学 施設・設備 1 図書館に学生が必要とする最新の参考図書が不
足している． 









国立 新潟大学 施設・設備 1 蔵書が収容可能冊数を超えており，図書資料の利
用上の障害となっている． 




2008 公立 尾道大学 施設・設備 1 講義室や福利厚生施設等の不足に加え，研究室や
附属図書館が狭隘である． 
2009 












 佐賀大学 施設・設備 1 学生用図書の一層の充実が望まれる． 
 大分大学 施設・設備 1 図書館の老朽化・狭溢化が進んでいる． 
公立 群馬県立女子大学 施設・設備 1 附属図書館については，蔵書スペースが不足し，
照明・空調等についても不十分な状況にある． 
 前橋工科大学 施設・設備 1 電子ジャーナルの整備が十分とはいえない． 





公立 静岡文化芸術大学 施設・設備 1 図書館について，学生から開館時間延長の要望が
出ている． 
























形態 大学名 評価基準の項目 
件
数 優れた点の内容 



















































明海大学 社会連携 1 浦安市との連携のもとに，メディアセンター（図
書館）の市民開放，公開講座及びオープンカレッ
ジなど幅広く地域交流が行われている． 



















函館大学 社会連携 1 図書館はもちろん，放送大学函館学習室での放送
大学授業の活用，テニスコートなど運動施設も含
め広く市民に開放している努力は評価できる．図




花園大学 教育研究環境 1 図書館には，建学の精神を実体験できる貴重な資
料である臨済宗・黄檗宗の高僧の墨跡や古文書を
所蔵している点は評価できる． 






酪農学園大学 社会連携 1 図書の郵送返却を認める貸出しなどにより，大学
の図書館が，市民に開放されていることは評価で
きる． 
2008 私立 女子栄養大学 教育研究環境 1 図書館内に学園創設者「香川昇三・綾記念展示室」
が併設され，学園の創立の経緯，創立者の建学の
精神を肌で触れられることは高く評価できる． 
日本体育大学 教育研究環境 1 歴史的に蓄積されてきた図書館蔵書は，質，量共
に充実しており，高く評価できる． 
広島経済大学 教育研究環境 1 図書館は，「知の系譜文庫」とよばれる稀覯書コ
レクションを有し，学界などに貢献している点は
高く評価できる． 
美作大学 社会連携 1 津山市，津山工業高等専門学校との間で図書館に
関する相互利用協定を締結し，3 つの図書館の有
効利用が行われていることは高く評価できる． 

























































福岡国際大学 学生 1 図書館が毎年刊行している「一冊の本」は，学生
の読書促進の点から高く評価できる． 






2011 私立 沖縄国際大学 教育研究環境 1 図書館は，グループ学習室をはじめ多くの自習室
が設置され，開館日は週 7 日と，学内外の利用者
への利便を図っている点は高く評価できる． 




























形態 大学名 評価基準の項目 
件
数 参考意見の内容 





































































































































































































































































































































































































0 なし 【優れた点】（以下，一部抜粋） 
・24 時間オープンの図書館をはじめ，コンピューター室，
CILL などの自主学習環境が整っている． 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1 万 7 千点を所蔵している． 
電子媒体資料は，データベース 141 点，電子ジャーナル 43，




















機関リポジトリ KOARA（KeiO Associated Repository of 
Academic resource）を開設している．紀要，学会誌をはじ
めとして学内で生産されるコンテンツを順次掲載し，平成 23





















































































































クションは，平成 17，18 年度のアクセス数は海外から 54,075 
及び 55,816 件，国内から 107,638 及び 236,659 件である．
とりわけ，平成 10 年に公開した古写真のデータベースは，






















































0 なし 【観点に係る状況】（以下，一部抜粋） 







































































































































































































































































いる．平成 20 年度末現在，図書冊子数は 1,049 冊，雑誌冊

































































































































































228，705 名，貸出冊数は 28，548 冊（このうち 24，316 冊
が学生によるもの．）であり，前年度と比較して入館者数が
20％程度増加している． 























































































付表 11 強制抽出する語・使用しない語 
強制抽出する語 使用しない語 
データベース サービス 収容定員 開館時間  
閉館時間 最終授業 専任職員 座席数 閲覧席 
閲覧座席 蔵書数 大学院学生 電子ジャーナル 
バリアフリー 専門的 利用者 利便性 地域住民 
図書室 全学的 収容定員 授業終了 書架 開架 
閉架 
評価 附属 図書館 大学 
平成 附属図書館  
大学図書館 望む 
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